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1 事業の目的
対
象
意
図

効
果

2 令和３年度（2021年度）に実施した事業の概要

3 事業を構成する事務事業（最小事業）実績
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4 この事業に関わる職員数（毎年度４月１日時点）

人件費　（千円）

2.9

1.0 1.0

令和７年度

正規職員等 2.9

学務課担当課長

達成度

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

23,302

会計年度任用職員

令和４年度（2022年度）行政評価シート【個表】

学務課

6,091

2.9

教職員の健康管理を行い、学校教育の質の向上を図るため。

教職員の心身の健康増進を図り、豊かで質の高い教育を実現する。

・教職員の適正な人事配置を行った。
・一日健康診断及びメンタルヘルスチェックを実施し、教職員の心身の健康増進・維持に努めた。
・教職員の現状の問題点を洗い出し、対応すべき課題を整理し、今後の働きやすい職場作りの取組に活用するため、意識調査を実施した。
　また、ハラスメントに対する教職員の意識啓発及び未然防止、早期解決のため、ハラスメントに関する要綱を制定した。
・教職員の働き方改革を継続するため、鎌倉市学校職場環境改善プランⅡの計画に沿って事業を実施した。
・鎌倉市立学校教職員安全衛生協議会の開催（２回）及び学校訪問産業医による学校訪問を実施した（小学校１校、中学校２校）
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令和６年度

教職員福利厚生事業
委託料 -

職員福利厚生事業

45時間超の時間外勤
務者の割合（小学校教
職員）（％）

教職員運営に係る一
般事務

一般財源

その他特定財源

地方債

国県支出金

評価対象事業 評価者 石川　裕一朗

主管課

関連課

教育-17
教職員運営事業

自治事務

法定受託事務

総合計画上
の位置付け 分野 学校教育 施策の方針 教育内容・環境の充実

県費負担教職員

令和３年度 令和４年度
指標（実績値／目標値） 指標（目標値）

事業費（決算／当初）（千円） 予算額（千円）

教職員健康診断、安全
教育等に係る事務

4,935 5,206

実施した主な事業
（主な経費等）

指標（単位）

-
健康診断委託料、メン
タルヘルス調査業務委
託料

事務事業

2,471 3,896

教職員の職場環境改善及
び安全衛生体制の確立

19.1% 10.0%

175 328

・学校訪問産業医報酬（学校訪問及び相
談業務）
・安全衛生協議会開催
・職場環境改善プランⅡ策定

1,235 1,520

神奈川県公立小中学
校長会等負担金等 -

財源
内訳

3,888

10.0%

678

1,563

230 230

12,220

8,586

8,816 10,950
23,589

1.0

12,220

0

10,720

事業費の合計　（千円）



5 評価結果

(１) 最小事業評価
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(２) 視点別評価

(３) 総合評価 ※最小事業評価を踏まえて、今年度以降の取組方針等を記載する

■ □ □ □ □

教職員運営に係る一
般事務

事業の上位施策に向けた貢献度はどうか 1　目的達成のために適切な手段（最小事業）である

妥当性
4　市民ニーズを計ることはなじまない

安定した公教育及び必要な学校
運営を行うための予算措置が必
要となる。

枝
番
号

事業費の削減余地はないか

関連・類似する事業の統合はできないか 3　統合できる事業はない

1　事業費の削減余地はない

　藤沢市、茅ヶ崎市、寒川町との
３市１町で事業を実施しているた
め、迅速な内容の改善及び検討
が図りづらい。今後、事業のあり
方や事業内容の整理等について
理事会・幹事会に呼びかけを行っ
ていく。　小学校については、45時間以上の
時間外勤務者の割合を10.0%に設定
したが、令和３年度当初は様々な要
因により40%を超える月もあった。令
和４年度以降は、４月の始業日を変
更するなど、時間外勤務要因の削減
に努めていく。

上位施策にどう寄与したか、
構成する事業としての妥当性

事業実施上の課題、改善点事務事業

　学校に勤務する職員の健康診断及
びメンタルヘルス調査については、
学校保健安全法等により学校の設置
者または事業主に実施が義務付けら
れているものであり、指標の設定に
はなじまない

教職員が心身ともに健康を
維持し 子どもたちとしっかり
向き合う時間を確保すること
によって、子どもたちの健や
かな育ちにつなげることがで
きる。

　令和２年度から配置しているス
クール・サポート・スタッフの健診
費用については、令和４年度から
対応する。

教職員の生活や心身の安定
を維持、自己研鑽に努めるこ
とにより、子どもたちへの質
の高い教育に寄与する。

教職員が生き生きと働くこが
できる職場づくりの推進によ
り、きめ細かな児童・生徒指
導の時間の確保につなげる
ことができる。

教職員の円滑な業務遂行に
寄与し、子どもたちの学ぶ意
欲の高揚に寄与する。

　鎌倉市立学校の教育職員の業
務量の管理に関する規則によ
り、時間外勤務について原則１
月に45時間以内と設定している
ため。

　学校教育推進に必要な研修及び情
報収集に関する負担金、健康診断の
受診機関に係る交通費、校外学習に
係る入場料等、教職員の業務遂行に
不可欠な事業であり、指標の設定に
はなじまない。

0

教職員健康診断、安全
教育等に係る事務

指標分析の推移、
目標未達の理由

職員福利厚生事業

教職員の職場環境改
善及び安全衛生体制
の確立

　地方公務員法及び地方教育行政
の組織及び運営に関する法律、文部
科学省の見解等により、福利厚生事
業の実施主体は市町村であるべきと
されている。事業の実施による影響
等についても数字で測れるものでは
なく、指標の設定にはなじまない。

0

0

0

0

公平性 受益者負担は公正・公平か ○.負担導入済 ○-2　適正な受益者負担を導入している

協働 市民等と協働して事業を展開しているか △.協働未実施

有効性

0

4　法令等により、市に実施が義務付けられている

現状維持 縮小

各事業の実施に対する市民ニーズはあるか

　本事業の目的とする学校運営の円滑な遂行のためには、教職員の心身の健康及び快適な職場環境の確保が不可欠である。そ
のため、教職員の生活や心身の安定の維持に寄与する福利厚生事業、適切な健康診断及びメンタルヘルスチェックを実施すると
ともに、学校訪問産業医による定期的な学校訪問及び面談にかかる予算の確保が必要となる。
　また、今後の働きやすい職場作りの取組に活用するため、教職員意識調査を実施し、ハラスメントに対する意識啓発等を図るた
め、「鎌倉市立学校県費負担教職員のハラスメントの防止等に関する要綱」を制定した。

民間によるサービスで代替できる事業はないか

【今後の方針】 拡充 改善・変更

効率性 事業の外部化（民営化・業務委託等）はできないか 3　外部化ができる事業はない

協働実施済の場合のパートナー

休止・廃止



【参考】

◎事業実施に係る主な指標

◎他市比較・ベンチマーク（県内外自治体など他自治体や民間団体との比較値）

指標（単位） 45時間超の時間外勤務者の割合（小学校教職員）（％） 単位 ％

指標設定理由 年次 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

学校職場環境改善プランに基づき、
教職員の負担を軽減することにより、
子どもたちに向き合う時間を確保する

目標値 - 10.0 10.0 10.0

19.1

達成率

R6年度 R7年度

9.0 9.0

実績値 -

指標（単位） 単位

- 191.0%

指標設定理由 年次 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

目標値

達成率   

R6年度 R7年度

実績値

比較事項

団体名 鎌倉市

他市実績

当該事業実施に伴う
他市比較に関する考え方

　時間外勤務については、令和２年７月１日から施行した鎌倉市立学校の教育職員の業務量の管理に関する規則により
原則１月に45時間以内と設定しており、毎月、学校から出退勤一覧表で45時間以上、80時間以上の者を把握している。
　その人数について他市と比較を行うことを検討しているが、近隣市では客観的方法で出退勤時刻を把握していないとこ
ろもあり、今後の方向性については他市の導入状況による（藤沢市は、80時間越についてのみ把握、茅ヶ崎市は集計は
していないとのこと）。


